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1.  平成23年8月期第1四半期の連結業績（平成22年9月1日～平成22年11月30日） 

（注）平成22年８月期第１四半期より四半期連結財務諸表を作成しているため、平成22年８月期第１四半期における対前年同四半期増減率については記
載しておりません。 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年8月期第1四半期 2,927 9.2 621 7.7 657 9.4 328 △13.2
22年8月期第1四半期 2,680 ― 576 ― 600 ― 378 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年8月期第1四半期 11.89 11.89
22年8月期第1四半期 11.38 11.37

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年8月期第1四半期 12,517 7,565 60.4 272.17
22年8月期 12,279 7,350 59.8 267.76

（参考） 自己資本   23年8月期第1四半期  7,562百万円 22年8月期  7,346百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無  
 

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年8月期 ― 9.00 ― 11.00 20.00
23年8月期 ―
23年8月期 

（予想）
10.00 ― 10.00 20.00

3.  平成23年8月期の連結業績予想（平成22年9月1日～平成23年8月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第２四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
(累計)

6,864 5.9 1,593 △9.8 1,627 △11.5 865 △20.4 31.16

通期 13,711 6.7 3,210 3.3 3,258 0.5 1,768 △6.8 63.64



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  無  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外ではありますが、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取
引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了しております。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は種々様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等につ
いては、四半期決算短信（添付資料）４ページ「連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】P.４「その他の情報」をご覧ください。）

新規 ―社 （社名 ）、 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年8月期1Q 31,084,500株 22年8月期  34,758,900株
② 期末自己株式数 23年8月期1Q  3,300,065株 22年8月期  7,322,020株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年8月期1Q 27,652,400株 22年8月期1Q 33,284,213株
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１．当四半期決算に関する定性的情報 

(1) 連結経営成績に関する定性的情報 

  当第１四半期連結会計期間（平成22年９月１日～平成22年11月30日）におけるわが国経済は、エコ減税効果により一部

景気回復の兆しが見られたものの、円高による輸出競争力の低下や企業の設備投資の抑制、並びに雇用情勢及び所得環境

の悪化等、先行き不透明な状況が継続いたしました。 

  当学習塾業界におきましても、子ども手当の支給や新学習指導要領の影響により、業界全体の収益機会は増しておりま

すが、少子化の更なる進行や個別指導塾の増加に伴う競争激化等、依然厳しい情勢が続いております。 

また、大手学習塾各社は市場シェアを高めるため、M&A等により事業拡大を目指す事例が増えており、当業界の勢力図

は、今後加速度的に変化するものと予想されます。 

  当社グループはこのような厳しい環境に対応すべく、当連結会計年度を初年度とする「新中期経営計画～MEIKO 

Change&Challenge～」（平成23年８月期～平成25年８月期）を策定いたしました。 

平成23年８月期におきましては、新しい成長トレンドの基盤を確立するための重点施策として、 

(ⅰ) 「直営事業部」と「ＦＣ事業部」を統合し、エリア別に再編することによるエリア戦略（地域ごとの情報、研修、

販促活動等の強化） 

(ⅱ) 組織統合による指導力強化（ノウハウ・情報の共有、業務の効率化等） 

(ⅲ) 教育・研修制度の充実並びにこれらによる教室長及びスーパーバイザーのマネジメント力強化 

等に取り組んでまいります。 

当第１四半期連結会計期間につきましては、このような取り組みを基本とし、各種メディアを活用した効果的な販促活

動による認知度強化やオフサイトミーティングによる現場マネジメントの強化、並びにサービスレベルをより一層高めた

「ホスピタリティマインド」にあふれた教室づくりの更なる推進等を実施いたしました。 

これらの結果、当第１四半期連結会計期間の売上高は2,927百万円（前年同期比9.2％増）、営業利益は621百万円（同7.7％

増）、経常利益は657百万円（同9.4％増）となり、四半期純利益は資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額により、328

百万円（同13.2％減）となりました。 

 

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

 

（明光義塾直営事業） 

直営事業につきましては、従来の直営事業部とフランチャイズ事業部の統合組織である「明光義塾事業本部」の統合効

果をより一層高めるべく、直営教室とフランチャイズ教室双方の成功事例・取組み事例の共有、並びに合同の勉強会等を

実施してまいりました。 

また、「生徒・保護者とのカウンセリングの姿勢・技法の向上」、「講師を含めた教室運営指導」等をテーマとした社内

研修の実施等、教室長・講師に対するOJTによる育成・教育に注力してまいりました。 

これらの結果、当第１四半期連結会計期間の売上高は1,340百万円、営業利益165百万円、教室数は210教室及び在籍生

徒数は15,063名となりました。 

 

（明光義塾フランチャイズ事業） 

フランチャイズ事業につきましても、直営事業同様、両事業の統合効果をより一層高めるべく、合同勉強会の実施やス

ーパーバイザーと直営エリアマネージャーの連携を図ってまいりました。また、フランチャイズチェーン本部としての機

能をより充実させるため、継続的かつきめ細やかなスーパーバイザーによる訪問指導等を実施してまいりました。 

教室開設面につきましては、ドミナント戦略により教室開設の促進を実施してまいりました。この結果、フランチャイ

ズ教室は、前連結会計年度末と比較して12教室増加しております。 

これらの結果、当第１四半期連結会計期間の売上高は1,422百万円、営業利益776百万円、教室数は1,709教室及び在籍

生徒数は125,860名となりました。 

  

（予備校事業） 

連結子会社である株式会社東京医進学院による予備校事業につきましては、進学相談会の実施や卒業生OB会の設立とネ

ットワークの構築、並びに医療従事者向けポータルサイト及び専門雑誌での広告宣伝活動等により来春の生徒募集活動に

注力してまいりました。 

また、生徒のためにという価値観を共有し、カリキュラム・学習環境の改善を実施するとともに、明光ネットワークジ

ャパンの経営ノウハウを活用し、予算・管理会計の導入やコスト配分の適正化を図ってまいりました。 

これらの結果、当第１四半期連結会計期間の売上高は142百万円、営業利益５百万円、教室数は４教室及び在籍生徒数

は127名となりました。 
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（その他） 

サッカースクール事業につきましては、４スクール（草加、所沢、越谷、さいたま）で営業活動を展開いたしました。 

プロコーチ（ＦＩＦＡ「国際サッカー連盟」又は日本サッカー協会「ＪＦＡ」公認ライセンス等を所持）を中心とした

ハイクオリティな指導方針が認知されはじめております。コーチスタッフのスキルアップ等の継続的実施やイベント、WEB

広告等の販促活動の強化を積極的に実施しましたが、新規スクール開校がなかったことにより、売上高・生徒数は前年同

期と比して微増となりました。 

この結果、サッカースクール事業における当第１四半期連結会計期間の売上高は22百万円、営業利益は２百万円となり

ました。 

   

また、当社グループが今後も継続して成長し続けていくためには、新規事業の開発が重要な課題の一つとなっています。

このため、当第１四半期連結会計期間において、新たな組織として事業開発本部を立ち上げております。 

新規事業としての早稲田アカデミー個別進学館事業及び明光キッズ事業につきましては、第２四半期連結会計期間にモ

デル教室を開校するための準備としてビジネスモデル、運営体制及びサービス内容の構築に注力いたしました。なお、こ

れら新規事業が当社グループの収益に本格的に貢献するのは次連結会計年度以降であると見込んでおります。 

 

<ご参考> 明光義塾教室数、明光義塾在籍生徒数及び明光義塾教室末端売上高等の推移 
 

回     次 平成22年８月期第１四半期 平成23年８月期第１四半期 

会 計 期 間 

自 平成21年９月１日 

至 平成21年11月30日 

自 平成22年９月１日 

至 平成22年11月30日 

経営成績他 前年同期比較 経営成績他 前年同期比較

明光義塾直営教室数 201 ＋    ７ 210 ＋    ９

明光義塾フランチャイズ教室数 1,625 ＋    99 1,709 ＋    84

明光義塾教室数合計 1,826 ＋   106 1,919 ＋    93

明光義塾直営教室在籍生徒数              (名) 14,446 △   149 15,063 ＋   617

明光義塾フランチャイズ教室在籍生徒数     (名) 115,371 ＋ 3,593 125,860 ＋10,489 

明光義塾在籍生徒数合計                   (名） 129,817 ＋ 3,444  140,923 ＋11,106  

明光義塾直営事業売上高       （百万円） 1,206 ＋    ３ 1,340 ＋   134

明光義塾フランチャイズ事業売上高  （百万円）※１ 1,318 ＋    82 1,422 ＋   104

予備校事業売上高          （百万円） 135 ＋   135 142 ＋    ７

その他の事業売上高         （百万円） 19 ＋    ０ 22 ＋    ２

売上高合計             （百万円） 2,680 ＋   221 2,927 ＋   247

明光義塾直営教室売上高       （百万円） 1,206 ＋    ３ 1,340 ＋   134

明光義塾フランチャイズ教室末端売上高（百万円） 8,966 ＋   269 9,693 ＋   726

明光義塾教室末端売上高合計     （百万円）※２ 10,173 ＋   272 11,034 ＋   861
 
※ １ 明光義塾フランチャイズ事業売上高は、ロイヤルティ収入及び商品売上高等を記載しております。 

２ 明光義塾教室末端売上高合計は、直営教室の入会金、授業料、教材費、テスト料等の全売上高と、フランチャイズ教室の入会金、授業料等の売上高を

合計したものであり、フランチャイズ教室の教材費、テスト料等の売上高は含んでおりません。 

 

(2) 連結財政状態に関する定性的情報 

（流動資産） 

当第１四半期連結会計期間末における流動資産の残高は、前連結会計年度末と比較して61百万円減少（1.0％減）し

5,871百万円となりました。これは主に、現金及び預金が161百万円増加した一方、有価証券が199百万円減少したこと

等によります。 

 

（固定資産） 

当第１四半期連結会計期間末における固定資産の残高は、前連結会計年度末と比較して299百万円増加（4.7％増）し

6,646百万円となりました。これは主に、「資産除去債務に関する会計基準」の影響により建物及び構築物が64百万円増

加したこと、並びに投資有価証券が219百万円増加したこと等によります。 

 

（流動負債） 

当第１四半期連結会計期間末における流動負債の残高は、前連結会計年度末と比較して142百万円減少（4.2％減）し

3,291百万円となりました。これは主に、賞与引当金が130百万円増加した一方、未払費用及び未払法人税等がそれぞれ

146百万円及び207百万円減少したこと等によります。 
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（固定負債） 

当第１四半期連結会計期間末における固定負債の残高は、前連結会計年度末と比較して166百万円増加（11.1％増）

し1,660百万円となりました。これは主に、資産除去債務を154百万円計上したこと等によります。 

 

（純資産） 

当第１四半期連結会計期間末における純資産の残高は、前連結会計年度末と比較して214百万円増加（2.9％増）し

7,565百万円となりました。これは主に、四半期純利益を328百万円計上したこと等によります。 

 

【キャッシュ・フローの状況の分析】 

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度末と比較し

て158百万円増加し、3,619百万円となりました。 

 

当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は192百万円（前年同期比48.4％増）となりました。 

これは主に、法人税等の支払額493百万円があった一方、「明光義塾」事業が堅調に推移したことに伴い、税金等調整前

四半期純利益が565百万円と高水準であったこと等によるものであります。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果得られた資金は28百万円（前年同期は使用した資金74百万円）となりました。 

これは主に、投資有価証券の取得による支出227百万円があった一方、有価証券の償還による収入199百万円、投資有価

証券の売却による収入53百万円があったこと等によるものであります。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は61百万円（前年同期比93.2％減）となりました。 

これは主に、自己株式の処分による収入216百万円があった一方、配当金の支払額278百万円があったこと等によるもの

であります。 

 

(3) 連結業績予想に関する定性的情報 

当第１四半期連結会計期間までの業績につきましては、概ね好調に推移いたしました。平成22年10月12日に公表した第

２四半期連結累計期間及び通期の連結業績予想につきましては、修正しないことといたします。 

 

２．その他の情報 

(1) 重要な子会社の異動の概要（連結の範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 

  該当事項はありません。 

 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

  該当事項はありません。 

 

 (3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

   ① 会計処理基準に関する事項の変更 

     「資産除去債務に関する会計基準」等の適用 

     当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）

及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用して

おります。 

      これにより、営業利益及び経常利益はそれぞれ2,458千円減少し、税金等調整前四半期純利益は86,729千円減少し

ております。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は154,290千円であります。 

   ② 表示方法の変更 

    「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等の一部

を改正する内閣府令（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用に伴い、当第１四半期連結累計期間では、「少数

株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。 
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3. 四半期連結財務諸表 
(1) 四半期連結貸借対照表 

(単位：千円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年11月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年８月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,523,643 4,361,975

売掛金 791,602 752,230

有価証券 159,985 359,832

商品 97,025 89,252

貯蔵品 14,593 12,445

前渡金 13,306 101,557

前払費用 93,265 102,406

繰延税金資産 225,513 190,885

その他 14,014 19,984

貸倒引当金 △61,823 △58,076

流動資産合計 5,871,126 5,932,493

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 713,187 572,062

減価償却累計額 △280,081 △203,072

建物及び構築物（純額） 433,105 368,990

工具、器具及び備品 170,394 172,099

減価償却累計額 △119,340 △115,997

工具、器具及び備品（純額） 51,053 56,102

土地 240,486 240,486

有形固定資産合計 724,644 665,578

無形固定資産   

のれん 279,570 298,208

ソフトウエア 246,101 266,889

電話加入権 18,925 18,925

無形固定資産合計 544,597 584,023

投資その他の資産   

投資有価証券 3,172,951 2,953,086

出資金 － 1

長期前払費用 11,788 10,459

繰延税金資産 498,651 451,526

敷金及び保証金 506,654 497,565

投資不動産 854,187 854,187

減価償却累計額 △127,284 △123,842

投資不動産（純額） 726,902 730,345

長期預金 422,000 416,000

その他 38,577 38,589

投資その他の資産合計 5,377,524 5,097,573

固定資産合計 6,646,766 6,347,175

資産合計 12,517,893 12,279,668
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(単位：千円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年11月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年８月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 132,754 70,562

短期借入金 1,500,000 1,500,000

未払金 13,376 14,220

未払費用 376,909 523,869

未払法人税等 303,225 510,810

未払消費税等 90,019 81,113

前受金 211,211 308,031

預り金 223,532 133,847

賞与引当金 410,516 279,527

その他 30,385 12,661

流動負債合計 3,291,931 3,434,643

固定負債   

長期借入金 1,000,000 1,000,000

退職給付引当金 12,744 11,633

従業員長期未払金 220,049 220,049

役員長期未払金 164,850 166,320

繰延税金負債 37,185 30,471

資産除去債務 154,780 －

長期預り保証金 70,814 65,814

固定負債合計 1,660,423 1,494,287

負債合計 4,952,355 4,928,931

純資産の部   

株主資本   

資本金 965,159 965,159

資本剰余金 908,150 1,277,683

利益剰余金 7,919,480 9,802,923

自己株式 △2,048,647 △4,545,470

株主資本合計 7,744,143 7,500,295

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △181,932 △153,894

評価・換算差額等合計 △181,932 △153,894

新株予約権 3,326 4,335

純資産合計 7,565,538 7,350,736

負債純資産合計 12,517,893 12,279,668
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(2) 四半期連結損益計算書 
【第１四半期連結累計期間】 

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年９月１日 
 至 平成21年11月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年９月１日 
 至 平成22年11月30日) 

売上高 2,680,204 2,927,872

売上原価 1,608,467 1,768,339

売上総利益 1,071,736 1,159,533

販売費及び一般管理費 ※  494,927 ※  538,479

営業利益 576,809 621,054

営業外収益   

受取利息 2,166 10,283

有価証券利息 11,944 －

受取配当金 1,242 1,532

持分法による投資利益 2,683 8,392

受取賃貸料 26,145 26,821

その他 11,680 8,065

営業外収益合計 55,863 55,095

営業外費用   

支払利息 4,909 6,135

投資有価証券評価損 17,760 5,370

賃貸費用 7,323 6,803

その他 1,917 736

営業外費用合計 31,910 19,045

経常利益 600,763 657,104

特別利益   

保険解約返戻金 20,581 －

有形固定資産売却益 － 296

投資有価証券売却益 2,779 120

特別利益合計 23,360 417

特別損失   

投資有価証券売却損 － 7,308

投資有価証券評価損 1,125 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 84,270

特別損失合計 1,125 91,578

税金等調整前四半期純利益 622,998 565,942

法人税、住民税及び事業税 283,502 292,768

法人税等調整額 △39,173 △55,608

法人税等合計 244,328 237,160

少数株主損益調整前四半期純利益 － 328,782

四半期純利益 378,669 328,782
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(3) 四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年９月１日 
 至 平成21年11月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年９月１日 
 至 平成22年11月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 622,998 565,942

減価償却費 30,079 39,181

のれん償却額 18,638 18,638

貸倒引当金の増減額（△は減少） 9,000 3,747

賞与引当金の増減額（△は減少） 121,749 130,988

退職給付引当金の増減額（△は減少） 2,193 1,111

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 4,430 －

受取利息及び受取配当金 △15,354 △11,816

支払利息 4,909 6,135

持分法による投資損益（△は益） △2,683 △8,392

受取賃貸料 △26,145 △26,821

賃貸費用 7,323 6,803

保険解約返戻金 △20,581 －

有形固定資産売却損益（△は益） － △296

投資有価証券売却損益（△は益） △2,779 7,187

投資有価証券評価損益（△は益） 18,885 5,370

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 84,270

売上債権の増減額（△は増加） 343 △39,372

たな卸資産の増減額（△は増加） △16,576 △9,921

仕入債務の増減額（△は減少） 44,274 62,191

未払消費税等の増減額（△は減少） 10,750 8,905

未払費用の増減額（△は減少） △103,902 △146,959

その他の資産の増減額（△は増加） △59,364 5,935

その他の負債の増減額（△は減少） △2,369 △21,537

小計 645,818 681,292

利息及び配当金の受取額 28,663 10,854

利息の支払額 △6,457 △6,232

保険金の受取額 27,589 －

法人税等の支払額 △566,099 △493,739

営業活動によるキャッシュ・フロー 129,513 192,175
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(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年９月１日 
 至 平成21年11月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年９月１日 
 至 平成22年11月30日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の償還による収入 299,738 199,848

有形固定資産の取得による支出 △1,696 △2,609

有形固定資産の売却による収入 39 476

無形固定資産の取得による支出 △8,029 △820

無形固定資産の売却による収入 72 －

投資有価証券の取得による支出 △197,602 △227,034

投資有価証券の売却による収入 22,233 53,852

投資有価証券の償還による収入 1,882 1,832

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
支出

△176,302 －

貸付金の回収による収入 116,531 －

差入保証金の差入による支出 △5,539 △17,025

差入保証金の回収による収入 3,120 5,170

定期預金の増減額（△は増加） △203,900 △9,000

その他 74,740 23,764

投資活動によるキャッシュ・フロー △74,710 28,455

財務活動によるキャッシュ・フロー   

借入金の返済による支出 △647,906 －

株式の発行による収入 1,671 －

自己株式の取得による支出 － △31

自己株式の処分による収入 － 216,902

配当金の支払額 △268,387 △278,830

財務活動によるキャッシュ・フロー △914,622 △61,959

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △859,819 158,670

現金及び現金同等物の期首残高 3,384,356 3,460,958

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  2,524,537 ※  3,619,629
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(4) 継続企業の前提に関する注記 

 

 当第１四半期連結累計期間（自 平成22年９月１日 至 平成22年11月30日） 

 該当事項はありません。 

 

 (5) 四半期連結貸借対照表関係に関する注記 
 

当第１四半期連結会計期間末 
(平成22年11月30日) 

前連結会計年度末 
(平成22年８月31日) 

 １．偶発債務 

平成19年12月27日付で、当社システムの開発に関する

コンサルティング業務委託契約及び開発請負契約の相手

方当事者である株式会社リアルナレッジより、未払いの

コンサルティング報酬とシステム開発請負代金合計

112,428千円の支払請求訴訟の提起を受けました。 

これに対し当社は、平成20年7月3日付で同社に対し、

債務不履行等として損害賠償等請求訴訟（訴額121,203千

円）を反訴提起しました。 

東京地方裁判所は、平成22年9月21日付で、株式会社リ

アルナレッジに対して、73,416千円及び遅延損害金の支

払いを命じ、また、当社に対して、976千円及び遅延損害

金の支払いを命じる判決を言い渡しました。同社はこの

判決を不服として、東京高等裁判所に控訴しており、現

在係争中であります。 

当社は引き続き、裁判で当社の正当性を主張し争って

いく方針でありますが、訴訟の結果については、現時点

で予測することはできません。 

 １．偶発債務 
同左 

 
(6) 四半期連結損益計算書関係に関する注記 

 

第１四半期連結累計期間 

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年９月１日  
  至 平成21年11月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年９月１日  
  至 平成22年11月30日) 

※ 販売費及び一般管理費の主なもの 

広告宣伝費          87,173千円 

販売促進費          66,329千円 

貸倒引当金繰入額       16,257千円 

役員報酬           48,600千円 

給料及び手当         45,027千円 

賞与引当金繰入額       14,268千円 

退職給付費用            358千円 

役員退職慰労引当金繰入額    4,430千円 

支払手数料          26,216千円 

減価償却費           3,521千円 

賃借料            37,619千円 

のれん償却額         18,638千円 

※ 販売費及び一般管理費の主なもの 

広告宣伝費         112,422千円 

販売促進費          96,755千円 

貸倒引当金繰入額        3,747千円 

役員報酬           49,965千円 

給料及び手当         38,519千円 

賞与引当金繰入額       12,941千円 

退職給付費用            435千円 

支払手数料          26,664千円 

減価償却費           7,388千円 

賃借料            36,195千円 

のれん償却額         18,638千円 
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(7) 四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係に関する注記 

 

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年９月１日  
  至 平成21年11月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年９月１日  
  至 平成22年11月30日) 

※ 現金及び現金同等物の当第１四半期連結累計期間末

残高と当第１四半期連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

（平成21年11月30日現在）

現金及び預金 4,418,798千円

預入期間が３か月超の定期預金 △2,194,000千円

取得日から３か月以内に償還期限

の到来する短期投資（有価証券） 
299,738千円

現金及び現金同等物 2,524,537千円
  

※ 現金及び現金同等物の当第１四半期連結累計期間末

残高と当第１四半期連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

（平成22年11月30日現在）

現金及び預金 4,523,643千円

預入期間が３か月超の定期預金 △1,004,000千円

取得日から３か月以内に償還期限

の到来する短期投資（有価証券） 
99,985千円

現金及び現金同等物 3,619,629千円

 

  (8) セグメント情報等 

  【事業の種類別セグメント情報】 

 

   前第１四半期連結累計期間（自 平成21年９月１日 至 平成21年11月30日） 

 
学習塾 
直営事業 
（千円） 

学習塾 
フランチャイ

ズ事業 
（千円） 

予備校事業
（千円） 

その他の事業
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高   

(1）
外部顧客に対する
売上高 

1,206,389 1,318,512 135,324 19,978 2,680,204 － 2,680,204

(2）
セグメント間の内
部売上高又は振替
高 

－ 50 － － 50 (50) －

計 1,206,389 1,318,562 135,324 19,978 2,680,254 (50) 2,680,204

営業利益（△は損失） 108,946 770,815 △ 15,145 1,939 866,556 (289,746) 576,809

 （注）１. 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

    ２. 各区分に属する主要な事業内容 
      

(1) 学習塾直営事業 ・・・ 個別指導塾「明光義塾」直営教室における学習指導及び教材、テスト等商品販売

(2) 学習塾フランチャイズ事業 ・・・ 個別指導塾「明光義塾」フランチャイズ教室における教室開設指導、経営指導及

び教室用備品、教室用機器、教材、テスト、広告宣伝物等商品販売 

(3) 予 備 校 事 業 ・・・ 医系大学受験専門予備校の経営 

(4) そ の 他 の 事 業 ・・・ 子ども対象のサッカースクール事業 

 

  【所在地別セグメント情報】 

 

前第１四半期連結累計期間（自 平成21年９月１日 至 平成21年11月30日） 

  本邦以外の国又は地域に連結子会社及び在外支店は存在しないため、該当事項はありません。 

 

  【海外売上高】 

 

前第１四半期連結累計期間（自 平成21年９月１日 至 平成21年11月30日） 

  海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

 

 

 

 

 

㈱明光ネットワークジャパン（4668）平成23年８月期　第１四半期決算短信

-11-



 
 

 

 

 

【セグメント情報】 

  （追加情報） 

   当第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月

27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月21

日）を適用しております。 

 

  １．報告セグメントの概要 

    当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役

会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

    当社は、本社に事業本部を置き、各事業本部は取り扱うサービスについての包括的な戦略を立案し、事業活動を展

開しております。 

    当社は主に、全学年を対象に生徒一人ひとりの学力に応じた「自立学習・個別指導」方式による個別指導塾「明光

義塾」を直営事業として経営するとともに、独自のフランチャイズシステムに基づき、加盟者と契約を締結し、個別

指導塾「明光義塾」の継続的な教室運営・指導をフランチャイズ事業として行っております。 

    また、連結子会社である株式会社東京医進学院による医系大学受験専門予備校事業を行っております。 

報告セグメントに含まれない事業セグメントとして、子ども対象のサッカースクール事業、高学力層向け個別指導

塾「早稲田アカデミー個別進学館」事業、並びに長時間預かり型学習塾「明光キッズ」事業を行っております。 

    したがって、当社グループは、サービス別のセグメントから構成されており、「明光義塾直営事業」、「明光義塾フ

ランチャイズ事業」、「予備校事業」の３つを報告セグメントとしております。 

    各報告セグメントの主なサービスは、次のとおりであります。 

      名称 区分に属する主要な事業内容 

明光義塾直営事業 

 

・個別指導塾「明光義塾」直営教室における学習指導及び教材、テスト等商品

販売 

明光義塾フランチャイズ事業 

 

・個別指導塾「明光義塾」フランチャイズ教室における教室開設指導、経営指

導及び教室用備品、教室用機器、教材、テスト、広告宣伝物等商品販売 

予備校事業 ・医系大学受験専門予備校の経営 

その他 ・子ども対象のサッカースクール事業 

・高学力層向け個別指導塾「早稲田アカデミー個別進学館」事業 

・長時間預かり型学習塾「明光キッズ」事業 

 

   ２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

   当第１四半期連結累計期間（自 平成22年９月１日 至 平成22年11月30日） 

（単位：千円） 

 報告セグメント 

その他 

（注） 
合計 

 
明光義塾 

直営事業 

明光義塾 

ﾌﾗﾝﾁｬｲｽﾞ事業
予備校事業 計 

売上高   

 外部顧客への売上高 1,340,563 1,422,581 142,653 2,905,798 22,074 2,927,872

 セグメント間の内部売

上高又は振替高 
－ 7 － 7 － 7

計 1,340,563 1,422,588 142,653 2,905,805 22,074 2,927,880

セグメント利益又は損失(△） 165,008 776,740 5,491 947,241 △ 17,029 930,211

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、サッカースクール事業、早稲田アカ

デミー個別進学館事業及び明光キッズ事業が含まれております。 
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３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内訳

（差異調整に関する事項） 

（単位：千円） 

利   益 金   額 

報告セグメント計 947,241

「その他」区分の利益 △  17,029

のれんの償却額 △  18,638

固定資産の調整額 463

全社費用（注） △ 290,982

四半期連結損益計算書の営業利益 621,054

   （注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない親会社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

 

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

    該当事項はありません。 

 

 (9) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

 

前第１四半期連結累計期間（自 平成21年９月１日 至 平成21年11月30日） 

該当事項はありません。 

 

当第１四半期連結累計期間（自 平成22年９月１日 至 平成22年11月30日） 

株主資本の金額の主な変動事由として、当社は平成22年11月８日付で、資本剰余金及び利益剰余金を消却財源とし

て自己株式3,674,400株の消却を実施し、当第１四半期連結会計期間において資本剰余金が370,648千円、利益剰余金

が1,910,419千円、自己株式が△2,281,067千円それぞれ減少しております。これらの結果、当第１四半期連結会計期

間末における資本剰余金が908,150千円、利益剰余金が7,919,480千円、自己株式が△2,048,647千円となっておりま

す。 
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